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（別紙のとおり） 

管理者署名 



議案第９号 

北上地区消防組合職員の育児休業等に関する条例及び北上地区消防組合職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条

例の一部を改正する条例 

 

 （北上地区消防組合職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 北上地区消防組合職員の育児休業等に関する条例（平成４年北上地区消防組合条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

(1) 非常勤職員 

(2) 臨時的に任用される職員 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) 育児休業により養育しようとする子について、配偶者が

育児休業法その他の法律により育児休業をしている職員 

(6) 前号に掲げる職員のほか、職員が育児休業により養育し

ようとする子を当該職員以外の当該子の親が常態として養

育することができる場合における当該職員 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間） 

第２条の２ 育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で

定める期間を基準として条例で定める期間は、57日間とする

。 



（再度の育児休業をすることができる特別の事情） 

 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情は、次のとおりとする。 

(1) 育児休業の承認が、育児休業をしている職員が産前の休

業を始め、若しくは出産したことにより効力を失い、又は

第５条第２号に掲げる事由に該当したことにより取り消さ

れた後、当該産前の休業若しくは出産に係る子若しくは同

号に規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組等によ

り当該職員と別居することとなったこと。 

(2)・(3) ［略］ 

(4) 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児

休業に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、

当該育児休業をした職員の配偶者（当該子の親であるもの

に限る。）が３月以上の期間にわたり当該子を育児休業そ

の他の規則で定める方法により養育したこと（当該職員が

、当該育児休業の請求の際両親が当該方法により当該子を

養育するための計画について育児休業等計画書により任命

権者に申し出た場合に限る。）。 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情は、次のとおりとする。 

(1) 育児休業の承認が、育児休業をしている職員が産前の休

業を始め、若しくは出産したことにより効力を失い、又は

第５条に規定する事由に該当したことにより取り消された

後、当該産前の休業若しくは出産に係る子若しくは同条に

規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組等により当

該職員と別居することとなったこと。 

(2)・(3) ［略］ 

(4) 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児

休業に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、

３月以上の期間を経過したこと（当該育児休業をした職員

が、当該育児休業の承認の請求の際育児休業により当該子

を養育するための計画について育児休業等計画書により任

命権者に申し出た場合に限る。）。 

(5) 配偶者が負傷または疾病により入院したこと、配偶者と

別居したことその他の育児休業の終了時に予測することが

できなかった事実が生じたことにより当該育児休業に係る

子について再度の育児休業をしなければその養育に著しい

支障が生じることとなったこと。 

(5) 配偶者が負傷または疾病により入院したこと、配偶者と

別居したことその他の育児休業の終了時に予測することが

できなかった事実が生じたことにより当該育児休業に係る

子について育児休業をしなければその養育に著しい支障が

生じることとなったこと。 



（育児休業の承認の取消事由） 

第５条 育児休業法第５条第２項の条例で定める事由は、次の

とおりとする。 

（育児休業の承認の取消事由） 

第５条 育児休業法第５条第２項の条例で定める事由は、育児

休業をしている職員について当該育児休業に係る子以外の子

に係る育児休業を承認しようとするときとする。 

(1) 職員が育児休業により養育している子を当該職員以外の

当該子の親が常態として養育することができることとなっ

たとき。 

(2) 育児休業をしている職員について当該育児休業に係る子

以外の子に係る育児休業を承認しようとするとき。 

 

（育児短時間勤務をすることができない職員） 

第９条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

(1) 非常勤職員 

(2) 臨時的に任用される職員 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

（育児短時間勤務をすることができない職員） 

第９条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(5) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に規定する育

児短時間勤務をいう。以下同じ。）をすることにより養育

しようとする子について、配偶者が育児休業法その他の法

律により育児休業をしている職員 

(6) 前号に掲げる職員のほか、職員が育児短時間勤務をする

ことにより養育しようとする時間において、育児短時間勤

務をすることにより養育しようとする子を当該職員以外の

当該子の親が養育することができる場合における当該職員 

 



（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過

しない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事

情） 

第10条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情は、次のとおりとする。 

(1) 育児短時間勤務をしている職員が産前の休業を始め若し

くは出産したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力

を失い、又は第13条第２号に掲げる事由に該当したことに

より当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、当該産

前の休業若しくは出産に係る子若しくは同号に規定する承

認に係る子が死亡し、又は養子縁組等により職員と別居す

ることとなったこと。 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過

しない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事

情） 

第10条 育児休業法第10条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情は、次のとおりとする。 

(1) 育児短時間勤務（育児休業法第10条第１項に規定する育

児短時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前

の休業を始め若しくは出産したことにより当該育児短時間

勤務の承認が効力を失い、又は第13条第１号に掲げる事由

に該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消

された後、当該産前の休業若しくは出産に係る子若しくは

同号に規定する承認に係る子が死亡し、又は養子縁組等に

より職員と別居することとなったこと。 

(2)・(3) ［略］ 

(4) 育児短時間勤務の承認が、第13条第３号に掲げる事由に

該当したことにより取り消されたこと。 

(5) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当

該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。

）の終了後、当該育児短時間勤務をした職員の配偶者（当

該子の親であるものに限る。）が３月以上の期間にわたり

当該子を育児休業その他の規則で定める方法により養育し

たこと（当該職員が、当該育児短時間勤務の請求の際両親

が当該方法により当該子を養育するための計画について育

児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に限る。）

(2)・(3) ［略］ 

(4) 育児短時間勤務の承認が、第13条第２号に掲げる事由に

該当したことにより取り消されたこと。 

(5) 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当

該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。

）の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児短

時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の請求

の際育児短時間勤務により当該子を養育するための計画に

ついて育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合に

限る。）。 



。 

(6) ［略］ (6) ［略］ 

（育児短時間勤務の承認の取消事由） 

第13条 育児休業法第12条において準用する同法第５条第２項

の条例で定める事由は、次のとおりとする。 

(1) 職員が育児短時間勤務により養育している子を当該育児

短時間勤務をすることにより養育している時間に、当該職

員以外の当該子の親が養育することができることとなった

とき。 

（育児短時間勤務の承認の取消事由） 

第13条 育児休業法第12条において準用する同法第５条第２項

の条例で定める事由は、次のとおりとする。 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

（部分休業をすることができない職員） 

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

（部分休業をすることができない職員） 

第17条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、育児

短時間勤務又は育児休業法第17条の規定による短時間勤務を

している職員とする。 

(1) 非常勤職員（地方公務員法（昭和25年法律第2 6 1号）第

28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を

除く。） 

(2) 育児短時間勤務又は育児休業法第17条の規定による短時

間勤務をしている職員 

(3) 部分休業により養育しようとする子について、配偶者が

育児休業法その他の法律により育児休業をしている職員 

(4) 前号に掲げる職員のほか、職員が部分休業により養育し

ようとする時間において、部分休業により養育しようとす

 



る子を当該職員以外の当該子の親が養育することができる

場合における当該職員 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

  

（北上地区消防組合職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第２条 北上地区消防組合職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年北上地区消防組合条例第３号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 

第８条 ［略］ 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 

第８条 ［略］ 

２ 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、規則の定め

るところにより、当該子を養育するために請求した場合には

、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずる

ことが著しく困難である場合を除き、正規の勤務時間外に勤

務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤

務を除く。次項において同じ。）をさせてはならない。 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当

該子を養育することができるものとして規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。以下この項において同

じ。）が、規則の定めるところにより、当該子を養育するた

めに請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理す

るための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、

１月について24時間、１年間について150時間を超えて、正

規の勤務時間外に勤務（災害その他避けることのできない事

由に基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。 

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員が、規則の定めるところにより、当該子を養育するために

請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するた

めの措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、１月

について24時間、１年について150時間を超えて、正規の勤

務時間外に勤務をさせてはならない。 

３ 前２項の規定は、第15条第１項に規定する日常生活を営む

のに支障がある者（以下この項において「要介護者」という

。）を介護する職員について準用する。この場合において、

第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（

４ 第１項及び前項の規定は、第15条第１項に規定する日常生

活を営むのに支障があるもの（以下この項において「要介護

者」という。）を介護する職員について準用する。この場合

において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子の



職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10時か

ら翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同じ

。）において常態として当該子を養育することができるもの

として規則で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。）が規則の定めるところにより、当該子を養育」とある

のは、「要介護者のある職員（ただし、規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。）が、規則の定めると

ころにより、当該要介護者を介護」と、「深夜における」と

あるのは「深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をい

う。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するま

での子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが

、常態として当該子を養育することができるものとして規則

で定める者に該当する場合における当該職員を除く。以下こ

の項において同じ。）が、規則の定めるところにより当該子

を養育」とあるのは「要介護者のある職員（ただし、規則で

定める者に該当する場合における当該職員を除く。以下この

項において同じ。）が、規則の定めるところにより、当該要

介護者を介護」と読み替えるものとする。 

ある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（

午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項に

おいて同じ。）において常態として当該子を養育することが

できるものとして規則で定める者に該当する場合における当

該職員を除く。）が、規則の定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは「要介護者のある職員（ただし、規則で定

める者に該当する場合における当該職員を除く。）が、規則

の定めるところにより、当該要介護者を介護」と、「深夜に

おける」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午前５時ま

での間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期

に達するまでの子のある職員が、規則の定めるところにより

、当該子を養育」とあるのは「要介護者のある職員が、規則

の定めるところにより、当該要介護者を介護」と読み替える

ものとする。 

４ 前３項に規定するもののほか、深夜における勤務及び正規

の勤務時間外の勤務の制限に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

５ 前４項に規定するもののほか、深夜における勤務及び正規

の勤務時間外の勤務の制限に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に第１条の規定による改正前の北上地区消防組合職員の育児休業等に関する条例第３条第４号又は第

10条第５号の規定により職員が申し出た計画は、同日以後は、それぞれ改正後の北上地区消防組合職員の育児休業等に関する

条例第３条第４号又は第10条第５号の規定により職員が申し出た計画とみなす。 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限開始日とする第２条の規定による改正後の北上

地区消防組合職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第８条第２項又は第３項の規定による請求を行おうとする職員は、

施行日前においても、規則の定めるところにより、これらの請求を行うことができる。 



 

  平成22年10月26日提出 

北上地区消防組合        

管理者 北上市長 伊 藤  彬 

 

 提案理由 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、仕事と育児の両立を支援するため、国家公務員に準じて、職員の配

偶者が育児休業をしている場合等においても育児休業ができるようにするとともに、育児を行う職員の時間外勤務の制限につい

て改正しようとするものである。 


